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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅰ序論 

２計画策定の方針

(P4) 

 

Ⅱ新市の概況 

 ２気候(P6) 

 

 

 

 

 

 ３面積(P6) 

 

 

 

 

 

 

 ４人口(P6) 

 

 

 

 

(3)計画の期間 

本計画の期間は、平成 17年度から平成 32年度までとします。 

 

 

 

（略） 

なお、気象庁が公表している 1981年から 2010年までの過去 30年

間における気象状況は、年平均気温 12.5℃、最高気温 37.6℃、最低

気温－11.3℃、年平均降水量 2,097.5 ㎜、年平均日照時間 1,472.2

時間となっています。 

【資料：気象庁鶴岡観測所データ】 

 

新市は、東西約43km、南北約56kmにおよび、総面積は1,311.51㎢

となります。 

土地の利用状況（平成24年利用区分別面積）をみると、森林が

956.97㎢で約73%、農用地が183.50㎢で約14%、宅地が33.60㎢で約３%

となっています。 

【資料：平成24年山形県統計年鑑】 

 

新市の人口は、昭和40年より減少基調にあり、昭和50年から昭和

55年にかけて増加したものの、再び減少し、平成22年の国勢調査で

は136,623人となっています。 

年齢三階層別人口の割合をみると、年々、年少人口が減少し老年

(3)計画の期間 

本計画の期間は、平成 17年度から令和 7年度までとします。 

 

 

 

（略） 

なお、気象庁が公表している 1990年から 2019年までの過去 30年

間における気象状況は、年平均気温 12.9℃、最高気温 38.7℃、最低

気温－11.6℃、年平均降水量 2,179.8 ㎜、年平均日照時間 1,396.6

時間となっています。 

【資料：気象庁鶴岡観測所データ】 

 

新市は、東西約43km、南北約56km におよび、総面積は1,311.53㎢

となります。 

土地の利用状況（平成30年利用区分別面積）をみると、森林が

959.37㎢で約73%、農用地が181.50㎢ で約14%、宅地が33.76㎢で約

3%となっています。 

【資料：平成30年山形県統計年鑑】 

 

新市の人口は、昭和40年より減少基調にあり、昭和50年から昭和

55年にかけて増加したものの、再び減少し、平成27年の国勢調査で

は129,652人となっています。 

年齢三階層別人口の割合をみると、年々、年少人口が減少し老年
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５世帯(P7) 

 

 

 

 

 

 表１(P8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口が増加する傾向があり、年少人口の構成比率は平成12年の

15.2％が、平成22年には12.8％に減少し、老年人口の構成比率は平

成12年の23.7％が、平成22年には28.7％と増加しています。また、

就業者人口は第一次産業就業者が一貫して減少し、第二次産業就業

者は平成7年までは増加していましたが、それ以降は減少傾向にあ

り、第三次産業就業者はほぼ増加傾向にありましたが、平成22年に

は減少に転じています。 

【資料：国勢調査】 

 

新市の世帯数は、核家族化の進展により年々増加し、昭和40年の

34,748世帯が平成22年には45,514世帯となり、対昭和40年比で３割

以上増加しています。 

【資料：国勢調査】 

 

 

表１ 人口と世帯の推移 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

人口が増加する傾向があり、年少人口の構成比率は平成12年の

15.2％が、平成27年には11.9％に減少し、老年人口の構成比率は平

成12年の23.7％が、平成27年には32％と増加しています。また、 

就業者人口は第一次産業就業者が一貫して減少し、第二次産業就

業者は平成7年までは増加していましたが、それ以降は減少傾向にあ

り、第三次産業就業者はほぼ増加傾向にありましたが、平成22年に

は減少に転じています。 

【資料：国勢調査】 

 

新市の世帯数は、核家族化の進展により年々増加し、昭和40年の

34,748世帯が平成27年には45,339世帯となり、対昭和40年比で３割

以上増加しています。 

【資料：国勢調査】 

 

 

表１ 人口と世帯の推移 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

区  分  H17 H22 H27 

総 人 口  142,384 136,623 129,652 

総世帯数  45,493 45,514 45,339 

１世帯当たりの人員  3.13 3.00 2.86 

 

区  分  H17 H22 

総 人 口  142,384 136,623 

総世帯数  45,493 45,514 

１世帯当たりの人員  3.13 3.00 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

表２(P8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 年齢階層別人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 年齢階層別人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分  H17 H22 H27 

総 人 口 
 142,384 136,623 129,652 

 100.00 100.00 100.00 

年 少 人 口 

0～14歳 

 19,698 17,527 15,347 

 13.83 12.83 11.84 

生産年齢人口 
 84,922 79,640 72,430 

 59.64 58.29 55.86 

15～64 歳 

老年人口 

 37,630 39,222 41,303 

 26.43 28.71 31.86 

年 齢 不 詳 
 134 234 572 

 0.09 0.17 0.44 

 

区  分  H17 H22 

総 人 口 
 142,384 136,623 

 100.00 100.00 

年 少 人 口 

0～14歳 

 19,698 17,527 

 13.83 12.83 

生産年齢人口 
 84,922 79,640 

 59.64 58.29 

15～64 歳 

老年人口 

 37,630 39,222 

 26.43 28.71 

年 齢 不 詳 
 134 234 

 0.09 0.17 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

表３(P9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 産業（大分類別）１５歳以上就業者人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 産業（大分類別）１５歳以上就業者人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分  H17 H22 H27 

就業者合計 
 71,557 65,987 64,816 

 100.00 100.00 100.00 

第一次産業 
 7,656 6,566 6,095 

 10.70 9.95 9.40 

第二次産業 
 22,292 19,645 18,457 

 31.15 29.77 28.48 

第三次産業 
 41,463 39,298 39,089 

 57.94 59.55 60.31 

分類不能 
 146 478 1,175 

 0.20 0.72 1.81 

 

区  分  H17 H22 

就業者合計 
 71,557 65,987 

 100.00 100.00 

第一次産業 
 7,656 6,566 

 10.70 9.95 

第二次産業 
 22,292 19,645 

 31.15 29.77 

第三次産業 
 41,463 39,298 

 57.94 59.55 

分類不能 
 146 478 

 0.20 0.72 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

Ⅲ主要指標の見通し 

 １人口(P12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）総人口 

国立社会保障・人口問題研究所では、南庄内の６つの市町村にお

ける人口は、平成22年の136,623人（国勢調査）から、平成32年には

122,805人に減少すると推計しております。 

こうした中、新市では、結婚に向けた活動への支援や妊娠・出産・

育児への切れ目のない支援のほか、若者の雇用促進や産業の振興、

良好な生活環境や教育環境の整備、さらには移住・定住の促進など、

総合的な少子化・人口減少対策を推進することにより今後５年間で

約1,600人の増効果を見込み、人口の減少傾向の緩和を図ります。 

平成32年の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値にこ

うした増効果を加え、124,400人と見通します。 

 

（２）年齢別人口 

新市における年齢別人口は、平成32年には、以下のようになると

予測されます。 

年少人口については、総合的な人口減少対策の効果が期待される

ものの、少子化の基調が続き14,500人に減少し、構成比も11.7％に

低下するものと見込まれます。 

生産年齢人口については、新規雇用の創出や移住定住促進による

 

 

 

 

（１）総人口 

国立社会保障・人口問題研究所では、南庄内の６つの市町村にお

ける人口は、平成27年の129,652人（国勢調査）から、令和7年には

113,800人に減少すると推計しております。 

こうした中、新市では、結婚に向けた活動への支援や妊娠・出産・

育児への切れ目のない支援のほか、若者の雇用促進や産業の振興、

良好な生活環境や教育環境の整備、さらには移住・定住の促進など、

総合的な少子化・人口減少対策を推進することにより、人口の減少

傾向の緩和を図ります。 

令和7年の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値にこう

した増効果を加え、116,352人と見通します。 

 

（２）年齢別人口 

新市における年齢別人口は、令和7年には、以下のようになると予

測されます。 

年少人口については、総合的な人口減少対策の効果が期待される

ものの、少子化の基調が続き12,978人に減少し、構成比も11.1％に

低下するものと見込まれます。 

生産年齢人口については、新規雇用の創出や移住定住促進による
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２世帯(P13) 

 

 

 

 

 

 

社会増に努めるものの、67,100人に減少し、構成比は53.9％となり

ます。 

老年人口は、総人口の減少傾向の中で、逆に42,800人と増加しま

す。構成比も34.4％に上昇し、人口構造の高齢化が一層進行するも

のと見通されます。 

 

（３）就業人口 

就業人口は、総人口の減少と就業率の低下に伴い、平成32年には、

57,400人に減少すると見込まれます。 

この内、第一次産業は、就業者数、構成比とも減少し、それぞれ 

4,200人、7.3％となるものと見込まれます。また、第二次産業にお

いては15,500 人と就業者数が減少するとともに、構成比も27.0％に

低下するものと推計されます。更に、第三次産業については、就業

者数が37,700人に減少しますが、構成比は伸び、65.7％になるもの

と見通されます。 

 

世帯についても、人口の減少に伴い平成32年の普通世帯は43,800

世帯に減少するものと見込まれます。なお、1世帯当たり人員は2.73

人と推計されます。 

 

 

 

 

社会増に努めるものの、60,923人に減少し、構成比は52.4％となり

ます。 

老年人口は、総人口の減少傾向の中で、逆に42,451人と増加しま

す。構成比も36.5％に上昇し、人口構造の高齢化が一層進行するも

のと見通されます。 

 

（３）就業人口 

就業人口は、総人口の減少と就業率の低下に伴い、令和7年には、

54,200人に減少すると見込まれます。 

この内、第一次産業は、就業者数、構成比とも減少し、それぞれ

3,744人、6.9％となるものと見込まれます。また、第二次産業にお

いては13,851人と就業者数が減少するとともに、構成比も25.6％に

低下するものと推計されます。更に、第三次産業については、就業

者数が36,604人に減少しますが、構成比は伸び、67.5％になるもの

と見通されます。 

 

世帯についても、人口は減少するものの、核家族等の増加により、

令和7年の普通世帯は47,470世帯に増加するものと見込まれます。な

お、一世帯当たり人員は2.36人と推計されます。 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 表１(P14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 将来の人口、世帯数などの見通し 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 将来の人口、世帯数などの見通し 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 平成 12 年 平成 22 年 平成 32 年 

総 人 口 147,546 136,623 124,400 

年齢別人口 

年少人口 

0～14 歳 

生産年齢人口 

15～64 歳 

老年人口 

65 歳以上 

 

22,446 

(16.8%) 

90,011 

(61.1%) 

35,020 

(23.7%) 

 

15,347 

(12.8%) 

79,640 

(58.3%) 

39,222 

(28.7%) 

 

14,500 

(11.7%) 

67,100 

(53.9%) 

42,800 

(34.4%) 

就業人口 

第一次産業 

 

第二次産業 

 

第三次産業 

 

74,997 

7,857 

(10.5%) 

26,700 

(35.6%) 

40,406 

(53.9%) 

65,987 

6,566 

(10.0%) 

19,645 

(29.8%) 

39,298 

(59.6％) 

57,400 

4,200 

(7.3%) 

15,500 

(27.0%) 

37,700 

(65.7%) 

普通世帯数 

１世帯当たり人員 

43,702 

3.50 

44,871 

2.96 

43,800 

2.73 

 

区  分 平成 22 年 平成 27 年 令和 7 年 

総 人 口 136,623 129,652 116,352 

年齢別人口 

年少人口 

0～14 歳 

生産年齢人口 

15～64 歳 

老年人口 

65 歳以上 

 

15,347 

(12.8%) 

79,640 

(58.3%) 

39,222 

(28.7%) 

 

15,347 

(11.8%) 

72,430 

(55.9%) 

41,303 

(31.9%) 

 

12,978 

(11.1%) 

60,923 

(52.4％) 

42,451 

(36.5％) 

就業人口 

第一次産業 

 

第二次産業 

 

第三次産業 

 

65,987 

6,566 

(10.0%) 

19,645 

(29.8%) 

39,298 

(59.6％) 

64,816 

6,095 

(9.4%) 

18,457 

(28.5%) 

39,089 

(60.3%) 

54,200 

3,744 

(6.9％) 

13,851 

(25.6％) 

36,604 

(67.5%) 

普通世帯数 

１世帯当たり人員 

44,871 

2.96 

44,779 

2.80 

47,470 

2.36 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

注釈(P14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注１ 平成32年における総人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値の

122,805人に、新市における政策的増効果約1,600人を加えて推計した。 

※注２ 平成12年及び22年の数値は全て国勢調査の確定値による。 

※注３ 平成12年及び22年の年齢別人口に、年齢不詳分を加算していないため、

総人口とは一致しない。 

※注４ 平成32年の年齢別人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値に、政

策的社会増分の内の就業者については生産年齢に加え、それ以外については年

齢別人口比率等に基づき按分して推計した。また、少子化関連施策増加分は年

少人口へ、移住定住関連施策増加分は5分の1ずつを年少人口、老年人口に加え

て推計した。 

※注５ 平成12年及び22年の各産業別の就業人口には、分類不能の産業を加算し

ていない。 

※注６ 平成32年の就業人口は、政策的社会増分等を加味しながら、回帰式を適

用し推計した。 

※注７ 普通世帯とは、一般世帯から独身寮・下宿等の単身世帯を除いた世帯で、

平成32年の普通世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所の山形県の推計値を

もとに、平成22年国勢調査の県における市の世帯数の割合を乗じ、これに政策

的増効果約600世帯を加えて推計した。 

※注８ 一世帯あたりの人員は、普通世帯人員を普通世帯数で除した人数である

ため、総人口とは一致しない。 

 

 

 

※注１ 令和7年における総人口は、第2期鶴岡市まち・ひと・しごと創生総合戦

略における将来展望による。 

※注２ 平成22年及び27年の数値は全て国勢調査の確定値による。 

※注３ 平成22年及び27年の年齢別人口に、年齢不詳分を加算していないため、

総人口とは一致しない。 

※注４ 令和7年の年齢別人口は、第2期鶴岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略

における将来展望による。 

 

 

 

※注５ 平成22年及び27年の各産業別の就業人口には、分類不能の産業を加算し

ていない。 

※注６ 令和7年の就業人口は、回帰式を適用し推計した。 

 

※注７ 普通世帯とは、一般世帯から独身寮・下宿等の単身世帯を除いた世帯で、

令和7年の普通世帯数は、回帰式を適用し推計した。 

 

 

※注８ 一世帯あたりの人員は、普通世帯人員を普通世帯数で除した人数である

ため、総人口とは一致しない。 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅳ新市建設の基本方

針 

５ 土地利用の方針 

（P24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

新市の行政区域は、東西約43㎞、南北約56㎞におよび、総面積は

1,311.51㎢です。平成24年の利用区分別土地利用の現況は、農用地

が183.50㎢で約14％、森林が956.97㎢で約73％、宅地が33.60㎢で約

3％、その他が137.44㎢で約10％となっています。 

 

 

 

新市の行政区域は、東西約43㎞、南北約56㎞におよび、総面積は

1311.53㎢です。平成30年の利用区分別土地利用の現況は、農用地

が181.50㎢で約14％、森林が959.37㎢で約73％、宅地が33.76㎢で

約3％、その他が136.9㎢で約10％となっています。 

 

 


